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研究成果の概要（和文）：本研究では、国際人権法の規範が国家間の相互主義的権利義務を定める伝統的な一般国際法
の構造にどのような影響を与え始めているかを国際司法裁判所の判例および人権実施機関の実行を素材として検討した
。その結果、個人の権利の承認が国家責任や外交的保護に関する国家的性格の否定や人権規範の対世的性格の承認など
伝統的国際法の規範構造に重要な変容を迫る実定法現象が生じていることが明らかになった。この動向に対するアジア
諸国の対応は未だ受動的な対応にとどまっている。今後人権の主流化の下で国際法の構造がどのように転換するか、ア
ジア諸国の役割も含めた総合的な検討が臨まれる。

研究成果の概要（英文）：This research made cleqar that, through LaGrand, Avena and Dialo decisions the 
ICJ had gradually (and impliedly) acknowledged that once the individual [or human] rights are to be 
recognized under international law, it is not a State’s right but an individual’s right that is to be 
remedied and the law on State responsibility as well as diplomatic protection should be changed 
accordingly taking into consideration the development of human rights norms in international law. Article 
19 of the ILC’s draft article on diplomatic protection is, though modest, one of the germ which shows 
the emegence of new positive rules of international law. This applies also the ICJ’s recognition of 
obligation erga omnes character of the rule of auto dedere auto judicare in the Torture Convention. We 
should make more through research on the impact of norms of international human rights law on the rules 
and principles of general international law as a matter of positive law.

研究分野：国際法
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１． 研究開始当初の背景 
 
(1)第 2次世界大戦後国際法の一分野として
登場した国際人権法は、70年間に人権条約を
通じて飛躍的に発達をとげた。国際人権法の
規範は、国家間の相互主義的な権利義務を定
めてきた従来の一般国際法の規則とは異な
り、主に個人の権利（個人に対する国家の義
務）を定めるため相互主義が作用しないため、
他の国際法分野にはない特有の法規則を生
み出してきた。研究代表者、研究分担者は国
家責任法（国の義務の内容、被侵害法益、対
世的義務など）および条約法（留保規則、解
釈規則など）の分野を素材に一般国際法規則
とは異なる国際人権法の特殊性に関する研
究を進めてきた。しかし近年、逆に国際人権
法規範が一般国際法の諸原則の形成と適用
に対して、少なからぬ影響を与え初め、その
一部は国際法の構造にも影響が及び始めて
いるのではないかと考えるに至った。そこで
国際人権法の規範が一般国際法の構造転換
に結びつくか否かを本格的に検討する端緒
として、実定法上の人権規範の一般国際法規
範への影響について研究することにした。 
 
（2）国際人権規範は主要には欧米諸国に起
源を有するため従来アジア諸国は国際人権
規範に対しては必ずしも積極的ではなかっ
た。しかし人権規範の普遍性と地域的特殊性
さらに人権規範の一般国際法への影響を検
討するには、副次的ではあるがアジア諸国の
動向を無視できないし、アジアからの発信が
不可欠である。そこで本研究では可能な限り
アジア諸国の実行にも留意することにした。 
 
 
２． 研究の目的 
 

 本研究は、国際法における個人の保護、特
に国際人権法規範の発達が、国家の相互主義
的権利義務を中心に構成された国際法の規
範構造に、どのようなインパクトを現に与え
てきており、これから与える可能性を有して
いるのかを検討することを目的とした。その
ために、」本研究は、（1）国際人権法の規範
（個々の条約に現われた規則の特徴又は国
際人権法に共通の規範論理）が特に国際司法
裁判所の一般国際法の規範論理構造に対す
る理解の仕方に特徴的に影響を与えている
分野を抽出して、その特徴を検討する、（2）
その際に、そうしたインパクトを含めて、ア
ジア諸国特に東アジア諸国の国際人権法に
対する対応の仕方を、国連理事会の下での普
遍的定期審査（UPR）および国際人権規約に
対するこれらの諸国の対応を素材として分
析することを、研究の重点目標においた。研
究の推進に当たっては、特に国際法協会
（ILA）の国際人権委員会（International 
Human Rights Committee）での研究動向にも
注意を払うこととした。 

３． 研究の方法 
 
(1)上記の研究目的が、人権規範の一般国際
法の規範論理構造転換へのインパクトとい
うより総合的・体系的な研究を進める上での
手がかりとなる特徴的な法現象に焦点をあ
てたコンパクトな研究を目的としたことか
ら、研究体制は、国際人権法の研究とともに、
国家責任法および条約法を検討対象とし、世
界人権問題研究会で定期的に研究交流して
いる、薬師寺公夫（研究代表者）と坂元茂樹
（研究分担者）の 2名による研究とした。研
究方法は、主要には資料・文献研究を採用し
た。人権規範の一般国際法規範への影響につ
いては主要には国際司法裁判所（ICJ）の判
決と国際法委員会（ILC）の法典化作業なら
びに関連するその他の国際裁判所及び国内
裁判所の判決を検討対象にした第 1 次資料
（判決や ILC のドキュメント等）および関連
文献の分析と考察を、他方国際人権規範に対
するアジア諸国の対応については、主要には
上記UPRに関係するアジア諸国の人権理事会
における検討状況を記した国連文書ならび
に国際人権規約を中心とする国家報告及び
必要に応じて個人通報に関係する国連文書
の分析と考察を主要な研究方法とし、成果を
適宜まとめて発表するという方法を採用し
た。後者については日本における人権規範の
国内裁判所における受容およびその在り方
についても検討し、適宜論文にして発表した。 
 
（2）研究の途中経過、他の研究者による意
見やアドバイス、国際的な意見やアドバイス
および対外的発信をはかるために、研究代表
者および研究分担者は、定期的に会合して研
究状況を確認するとともに、世界人権問題研
究センター第 1 部会（国際人権）、国際法研
究会、国際人権法学会の場を通じて、研究の
途中経過または研究成果を報告して、他の研
究者の意見を交流した。国際的には、2012 年
7月24日にミュンヘン大学で開催されたミュ
ンヘン大学・ソウル大学・立命館大学合同ゼ
ミナー（Social Dimension of International 
Law）への研究代表者が参加報告するととも
に、2013 年 6 月 22 日には明治大学駿河台キ
ャンパスを会場に借りて、ニューヨーク大学
フィリップ・オールストン教授、ASEAN 政府
間人権委員会インドネシア代表ラフェンデ
ィ・ジャミン氏に薬師寺公夫、坂元茂樹の 4
人が報告者となった「一般国際法秩序への人
権のインパクト―アジアの視座」を開催した。
また同年9月には日本で開催された万国国際
法学会日本大会に出席したゲオルグ・レス教
授（元欧州人権裁判所判事）を立命館大学に
招いて、人権規範の国家責任法への影響に関
する欧州人権裁判所の経験についてインタ
ビューを行なった。当初の研究計画では、平
成 24年度から平成 26年度の 3カ年の研究計
画であったが、研究成果と国際的発信および
国際法協会国際人権委員会の作業場虚も踏



まえて平成 27 年度への補助事業延長を申請
し認められた。これを受けて研究代表者は、
平成 27 年度に国際法協会人権委員会が企画
している書籍に掲載する本研究成果の論文
を提出し、その概要を 2016 年アメリカン大
学ロースクールとのシンポジウムで発表し
た。 
 
 
４． 研究成果 
 

（1）4年間の研究を通じて、主要なものとし
て下記 5 記載の計 10 件の雑誌論文、計 9 件
の学会発表（内3件は国際的シンポジウム）、
関連し産物ではあるが計7件の図書を公表す
ることができた。詳細は、これらの成果物に
記載されたとおりであるが、以下簡潔に研究
成果の特徴点を示しておきたい。 
①本研究の目的の一つは、国際人権法の規範
が一般国際法の規範論理に対して影響を与
えていることが顕著な分野を抽出して、国際
人権規範が一般国際法の規範論理構造にあ
る種の構造転換を迫るような状況が生じて
いるのかを検討することであった。この点で
は、特に外交的保護権と国家責任に関する領
域、主権免除に関する領域、ならびに、重大
な人権侵害に対する処罰義務に関連して、主
に国際司法裁判所の人権規範および個人の
権利に関する判例の動向を検討した。その結
果、ラグラン、アヴェナ、ディアロの各事件
を通じて、国家間の権利義務とは別に国家が
個人に対して負う義務（個人の酷さ法上の権
利および人権）が固有の国際人権条約の範囲
を超えて認定される傾向が生じており、ICJ
における個人の権利の公認は、必然的に、個
人の権利の侵害に適合する国家責任法上の
法的効果として、国家に対する賠償に止まら
ず権利保有者が被った被害に適合した個人
に対する賠償形態を認定せざるをえない状
況を生み出しており、同時に伝統的な外交的
保護権の国家的性格についても影響を与え
つつある萌芽的現象が出てきていること、ま
た人権の重大な違反は、民事裁判権からの主
権免除規則については実定法規則を変容さ
せるには至っていないが（主権免除事件判
決）、刑事裁判権からの免除については引続
き ILC で議論があること、拷問禁止条約や強
制失踪条約ではその対世的性格が実定法上
も確認され、従来理論レベルに議論されてい
た国際公序概念が実定法として承認され始
めていることなど、萌芽的な動向を確認する
ことができた。これらの成果は、①、③～④、
⑦の論文に発表されているが、この後続論文、
さらに学科発表①を原稿にした論文が国際
法協会人権委員会が出版予定の書籍の原稿
として提出されている。 
 
（2）本研究のもう一つの目的である、アジ
ア諸国特に東アジア諸国の国際人権法に対
する対応の仕方の検討についても、世界人権

問題研究会での研究と連携しながら、相当数
のアジア諸国の人権状況について知見を重
ね、主に普遍的定期審査（UPR）に関するア
ジア諸国の態度を他の諸国とそれと対比す
る形で一定の研究成果にまとめることがで
きた。下記の雑誌論文の、③、⑤、⑥、⑧、
⑨はそうした成果の一部である。アジア諸国
は、政治制度、社会経済制度、宗教、文化が
多様であり、欧米的な人権概念（特に自由権
に対する対応）の普遍性に対してはなお警戒
的で、反対に発展の権利、人権保障のインフ
ラ構築、内政不干渉を基本に置いた漸進的人
権促進で足並みをそろえる傾向がなお顕著
である。したがって、個人の権利や人権を軸
とした一般国際法の規範論理構造の転換に
ついても特に顕著な対応は示していない。 
 
（3）国際人権規範が、一般国際法の規範構
造全体に与える影響は、即時的な現象と言う
よりも紆余曲折を抱えながら、徐々に思考し
ていくものと思われる、その全体像は、国際
刑事法の発展も含めて総合的に、また国際的
な規模で体系的に進めて行く必要があるこ
とが、今回の端緒的な研究でも明らかになっ
た。オールストン教授を招いたシンポジウム
でも、人権規範の一般国際法規範への影響を
より深く検討することが今後の課題として
残されていることが明らかになったといえ、
今後更に総合的な研究を追求したい。 
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